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　フランスでは，EC第4号指令をフランス会計に導入するために，　Plan　Comptable　G6n6ral
1982（以下，PCG　82と略称する）が改訂された。その一般会計の目的が，「①財産としての積
極側および消極側の状態，②一会計期間の経営成果」（PCG　82，　p．　V皿）を定期的に明らかにす
ること，と定められた。その目的を達成するための具体的な手段として，PCG　82では，貸借
対照表（Bilan），成果計算書（Compte　de　r6sultat）および附属明細書（Annexe）から構成
される財務諸表の作成および開示に関する規定が次のとおりに規定された。つまり，財務諸表
は，あらゆる状況下でも，企業の財産（patrimoine），財政状態（situation　financiさre）およ
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　　　　　　　　　（1）び諸成果（r6sultats）について，相対的に忠実な写像（une　image　fidさle，以下，忠実性と略
称する）を与えなけれぽならない。たとえ，PCG　82の規定から離脱してでも，忠実性が確保
されなければならない（PCG　82，　P．153）。この規定から，貸借対照表では企業の財産と財政
状態，そして成：果計算書では企業の諸成果が忠実に写縁されなければならないことがいえる。
　継続経営を前提とした会計理論に基づき体系化された現行の仏制度会計では，その会計報告
の基本的目的が企業資本の効果的運用ととなるので，企業の潜在的収益力を表示する貸借対照
表が財務諸表の内で最も重要な計算書として位置づけられる。そこで，貸借対照表の表示能力
が，企業の財産態状から財政状態へと拡張された。これが，結果的に，資産および債務の認識
基準の拡張につながった。資産概念の拡張により，貸借対照表積極側には，資産としての属性
をもつ企業資金の運用状態と費用として属性をもつ企業資金の運用結果の配分が表示されるの
で，企業資金の存在形態が不明瞭になった。また，債務概念の拡張により，貸借対照表消極側
には，自己資本，第三者への返済義務がある債務とその義務のない債務および収益である企業
資金の運用結果の配分が表示されるので，企業資金の源泉形態が不明瞭になった。つまり，貸
僧対照表積極側には，正の財産項目と非財産項目が記載されるので，正の財政状態が表示され
た。それに対して，その消極側には，負の財産項目と非財産項目が記載されるので，負の財政
状態が表示された。
　現行の仏制度会計では，財務諸表が企業の財産，財政状態および経営成果を忠実に写像する
ことが要請されている。これによって，資産が正の経済価値をもつ財産項目，そして，債務が
負の経済価値をもつ財産項目と規定された。この規定内容を展開すると，財産と非財産の分離
表示が理論的に導出される。
　本章では，現行の仏制度会計における貸借対照表の表示能力が企業の財産状態から財政状態
へと拡張されたことにより，そこで生じた問題点を解明するために，現行の規定内容を理論展
開して導出された財産と非財産の分離表示を提唱する。
1．財務諸表の構成
　仏制度会計では，貸借対照表，成果計算書および附属明細書で1組を形成する財務諸表の作
成（仏商法第8条③）が要請された。財務諸表の構成内容を歴史的に概観すると，最初に貸借
対照表の重要性が指摘され，そして，成果計算書および附属明細書は，貸借対照表の補足情報
を提供するに途止まっていた。しかし，1960年代には，成果計鋒跨が貸借対照表と同程度の
重要性が指摘されたことにより，1980年代には，附属明細書が貸借対照表および成果計算書と
同程度の重要性が指摘されることになった。本章では，財務諸表を構成する要素の相互関係を
一フランスにおける貸借対照表の表示能カー 257
解明するために，構成要素ごとに検討する。
1．　貸借対照表の意義
　（1）　貸借対照表の定義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）　PCG　82によると，貸借対照表は，企業にとっての一定日における資産項目，債務項目およ
び両項目の差額に相当する自己資本によって構成される一覧表である（PCG　82，　p．18　et　p．
154）。貸借対照表の作成日には，①企業の権利と義務の状態（situation　de　droits　et　cbliga・
tions）および②企業が使用できる財産目録を表示する（PCG　82，　p．154）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）　会計主体論は会計の基本的な立場をあらわす概念である。これには，大別すると株主側から
の理論および株主から独立した企業側からの理論がある。まず，株主の立場から体系化された
理論によると，その基本的な立脚点は，企業が株主の所有物であるところにある。これは調達
資産の源泉先に着目するので，資産は株主が所有する財産であり，債務は株主が負担する義務
であり，そして，資本は株主による拠出資金である。これらの三老の関係を式で示すと，次の
資本等式（i一①）となる。
　　A－1）＝・S＿＿＿（J一①）
　　（注）　A：資産　　D：債務　　S：成果処分前純資産
　次に，企業の立揚から体系化された理論によると，その基本的な立脚点は，企業が株主から
独立した実体にあるので，それ自身，権利義務の主体となれるところにある。これは調達資金
の使途先に着目するので，資産は企業が所有する財産であり，債務は第三者から資金調達した
企業資本であり，そして，資本は株主から資金調達した企業資本である。これらの三者の関係
を式で示すと，次の貸借対照表等式（1一②）となる。
　　A・＝D＋s．．＿．＿（1一②）
　ところが，今日の企業観は，株主ないしは企業の一方的な立場からでは説明できない。新た
な会計主体論として，株主の立場を中核に据えながらも，社会的な制度として存在する企業の
立場を基本的な立脚点とする企業参加理論が提唱される。この理論には次の2つの特徴がある。
つまり，①社会制度としての企業体の認識，②中核的な位置づけとしての株主の立場である。
まず，私有財産制度を基盤として成立する今日の社会的制度の枠内では，株主の基本的な立場
を考慮しながらも，社会的制度としての企業体を認識する。ここでの企業体は，株主から独立
した実体として，社会にとって必要な財貨・用役の給付機能を果たす有機的結合体として存在
する。資金源泉の異なる資本および債務は，それらの社会的給付機能の側面から，同一視する
企業資本として認識される。次に，私有財産制度のもとでは，株主からの調遠資金に対する配
当を利益処分するので，第三者からの調達資金に対する負担を費用処理することになる。その
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結果，資金源泉の異なる資本と債務を区別して会計処理する。このことから，資本および債務
を社会的給付機能の側面から同一視した企業資本として認識するにもかかわらず，株主と経営
者の間の資金の委託・受託関係をも考慮せざるをえない。ここで提唱された企業参加理論での
企業の内部者とその外部者の関係を図で示すと，次の図（1－1－1）のとおりになる。
　　　　　図1－1－1
　　企業の経営活動
　　〔企業の内部者〕
資金の委託・受託の関係
企業参加理論による企業の内部者とその外部者との関係
株主 経営者
　企業活動への参加
　〔企業の外部者〕
債権者
従業員
国・地方公共団体
消費者など
　（2）　貸借対照表への計上項目
貸借対照表積極側には・難資産（・・tif・e・1）蜘，劇墳産（actif　fi・tif）如，積樋｛1
調整勘定項目およびその他の積極側勘定項目が記載される。実在資産は収益獲得能力という性
質をもつ。擬制資産は，資産としての法的効果を付与されたものであり，法律によって「設立
費」，「研究・醗費」および「徽翻」の資産計上が容認され廻．髄欄整齪項目畷
用の繰延べと収益の見越しである。そして，その他の積極側勘定項目は社債償還差金および積
極側換算差額である。このことから，積極側では，実在資産の計上によって正の財産状態を表
示し，それに加えて擬制資産，積極側調整勘定項目およびその他の積極側勘定項目を計上する
ことによって，正の財政状態を表示することになる。
　貸借対照表消極側には，自己資本，危険・費用引当金，債務，消極側調整勘定項目およびそ
の他の消極側勘定項目が記載される。自己資本は，株主からの拠出資金および経営活動から生
じる成果である。危険・費用引当金は，債務としての法的条件を備えていないが，企業の業績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）を表示する効果をもつ。債務は第三者への返済義務という性質をもつ。消極側調整勘定項目は
収益の繰延べと費用の見越しである。その他の消極側勘定項目は消極側換算差額である。この
ことから，消極側の債務の部では，債務の計上によって負の財産状態を表示し，それに加えて
危険・費用引当金を加えて計上することによって，債務の部での負の財政状態を表示すること
になる。それらに自己資本，消極側調整勘定項目およびその他の消極勘定項目を加えて計上す
ることにより，消極側の負の財政状態を表示することになる。
　以上のことから，貸借対照表には，実在資産，債務および両者の差額に相当する自己資本を
計上することによって，企業の財産状態を表示する。それらに加えて，擬制資産，再評価差異，
危険・費用引当金，調整勘定項目およびその他の勘定項目を計上することにより，企業の財政
状態が表示されることになる。財政状態項目は財産項目と非財産項目から構成される。ここで，
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（積極側）
表1－1－2財産・非財産分離貸借対照表
　貸借対照表　　　　　　　（消極側）
実在資産；
擬制資産：
　組織費
　研究・開発費
調整勘定：
　前払費用
　未収収益
　期間配分費用
その他の勘定：
　社債償還差金
　積極側換算差額
自己資本：
　再評価差異
　　任意再評価差異
　　再評価積立金
　当期成果
　再評価特別引当金
危険・費用引当金：
債務：
調整勘定：
　前受収益
　未払費用
その他の勘定：
　消極側換算差額
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財産と非財産の項目を分離した貸借対照表を雛型で示すと，次の表（11－2）のとおりになる。
なお，一会計期間の期首に作成される貸借対照表は，その前期末に作成された貸借対照表と対
　　　　　　　　　　　（6）応していなければならない。
　2．　成果計算書の意義
　PCG　82によると，成果計算書は，一般経営計算書（comptes　9壱n6raux　de　gestion）を基礎
にして作成される。これらの勘定で企業によって生出される総付加価値（valeur　ajout6e　bru－
te）および総経営余剰（excedent　brut　d’exploitation）が直接的に計算できるようになっ
ている。そして，総経営余剰から自己金融力（capacit6　d’autofinancement）が算出される
（PCG　82，　p．154）。一一ma経営計算書が「費用勘定」と「収益勘定」から構成されるので，そこ
では一定期間（原則として一会計期間）における①費用として計上される経済価値の変動と②
収益として計上される経済価値の変動とが区別される。この区別によって，経済価値の減少と
その増加の差額が計算でぎるから，利益または損失を算定できる（PCG　82，　P・154）。費用につ
いては，実現した実現費用と実現する可能性が高い蓋然費用が認識される。収益については，
実現した実現費用が認識される。そして，両者の差額に相当する成：果が処分可能成果となる。
そこで，一般経営計算書によって算定される期間経営成果は，収益と費用の差額であり，理論
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）的には，この差額が期首と期末の自己資本変動額と一致する。このことを式で示すと，次の式
（1一③）のとおりになる。
　　Si・－SE＝R＝Pp－（CR＋Cp）．．．＿．．．（1一③）
　　（注）　SF：期末自己資本　　SE：期首自己資本　　R：成果　　Pκ：実現収益
　　　　　CR：実現費用　　　　Cp：蓋然費用
　ところが，実際には期間経営成果高に応じて法人税などが課税されるので，自己資本に直接
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8　影響する取引が介入する。その結果，この均等が自動的に確認できなくなった。具体的には69
勘定「従業員参加」および「所得税」が考えられる。
　3．　附属明細書の意義
　PCG　82によると，附属明細農は，その他の財務諸表（貸借対照表および成果計算書）をよ
り良く理解させるために必要な説明事項を記載し，必要に応じて補足事項を記載し，場合によ
ってはその他の財務諸表に記載されている情報を別の様式で示す一覧表である（PCG　82，　p．
154）。但し，附属明細君の記載事項をその他の財務諸表の記載事項と代替させることが禁止さ
れた（PCG　82，　P・154）。この規定により，附属明細書の役割がその他の財務諸表の役割と明
確に分けられることになった。
　現行の仏制度会計では，忠実性が会計の一般原則のうちでも上位原則として導入されたこと
により，財務諸表が正規かつ誠実でなければならず，しかも，企業の財産，財務状態および諸
成果について忠実性を与えなければならない（仏商法第9条⑤），と規定された。会計規定の
適用が仏商法9条⑨で言及している忠実性を与えるために不十分である場合には，補足情報を
附属明細書に提供しなければならない（同法第9条⑥）。このことは，現行の会計規定に準拠
して，貸借対照表および成果計算書を作成しても，企業の経済的実態をこれらの書類に忠実に
写像できなければ，補足情報を附属明細書に記載することより，その忠実性が補えられる，と
解される。例外の場合，会計規定の適用が企業の財産，財務状態および諸成果について，忠実
性を与えるのに明らかに不適切であるならば，当該規定から離脱しなければならない（同法第
9条⑦）。このことは，現行の会計規定に準拠して貸借対照表および成果計算書を作成しても，
企業の経済的実態をこれらの書類に忠実に写像できず，しかも，附属明細書への補足情報でも
不充分であり，当該規定から離脱することによって，初めて忠実性が確保できる，と解される。
この場合には，企業の財産，財務状態および成果に及ぼす影響（同法第9条⑦）が附属明細書
に明示されなければならない。
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H．財産・財政状態の表示
　現行の仏制度会計では，貸借対照表の積極側に計上される擬制資産，積極側調整勘定および
その他の積極側勘定が，企業資金の運用状態を表示する。それに対して，その消極側に計上さ
れる危険・費用引当金，消極側調整勘定およびその他の消極側勘定が，企業資金の源泉状態を
表示する，といわれている。当期成果は，資産活用の結果として生じる回収剰余である。これ
は，利益処分前の貸借対照表自己資本の部に記載されるが，その処分後には自己資本の部から
消滅する。本章では，混合勘定といわれる貸借対照表の表示能力を解明するために，財政状態
を表示している項目の中から財産状態を表示している項目を抽出し，財産状態を表示している
財産項目と財政状態を表示している非財産項目を分離し，項〔別の表示能力を検討する。
　1．　財産状態の表示
　貸借対照表積極側では企業資金の運用状態が表示されるのに対して，その消極側では企業資
金の源泉状態が表示される，といわれる。これらは，実在資産，債務および両者の差額に相当
する自己資本という3部の構成によって区分表示される。ところが，擬制資産，積極側調整勘
定およびその他の積極側勘定は，企業資金の運用状態を表示しているとはいえず，同様に危険
・費用引当金，消極側調整勘定およびその他の消極側勘定は，企業資金の源泉状態を表示して
いる，とはいえない。ここでは，実在資産，債務および自己資本の表示能力を検討し，これら
の勘定が企業の財産状態を表示することを解明する。
　（1）　実在資産の表示
　PCG　82によると，資産（actifs）は，企業にとっての正の経済価値（valeur　6conomique
positive）になる財産項目（616ments　du　patrimoine）である，と定義された（PCG　82，　P・17）。
ここでの重要な文言が「企業にとっての正の経済価値」であり，この文言のキー・ワードは，
「価値」，「経済」および「正」なので，それぞれの文言を個別的に検討する。
　まず，「価値」概念は，すべての個人に対しておよび存在する時期によって著しく相対的で
　　　（9）あるから，価値判断の主体およびその存在時期の2つの視点から，価値概念を考察すべきであ
る。価値判断の主体としては，企業を取巻く多種・多様な利害関係者が挙げられる。これらの
関係者は，大きく企業の内部者とその外部者に分けられる。前者には経営者と株主が含まれる
のに対して，後者には債権者，従業員，仕入先，得意先，消費者，国・地方公共団体，地域住
民などが含まれる。企業の内部者による価値判断は，継続的な経営活動を前提とした財貨・用
役の生産能力である。通常，その評価時である取得時ないし決算時での効用性をもってして，
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資産能力が明らかになる。企業の外部者による価値判断は，継続的な経営活動を前提としない
財貨・用役の換金能力である。通常，その評価時である取得時ないし決算時での換金性をもっ
てして，資産能力が明らかになる。
　次に，「経済」という意味は，最小の犠性で最大の効果をあげることであり，その対象とな
る財貨・用役を取得するために，その他の財貨・用役を犠牲にしなければならない。一般的に
は，市場性のある財貨・用役ということになる。「経済」は資産として計上するための条件で
ある。企業の内部老による「経済価値」は，取得時ないし決算時での市場性のある財貨・用役
の効用性である。それに対して，企業の外部者による「経済価値」は，取得時ないし決算時で
の市場性のある財貨・用役の換金性となる。
　さらに，「正」の意味は，価値判断の主体にとっての便益である。企業の内部者による「正の
経済価値」は，通常，取得時ないし決算時での市揚性のある財貨・用役の効用性による便益で
ある。それに対して，企業の外部者による「正の経済価値」は，通常，取得時ないし決算時で
の市場性のある財貨・用役の換金性による便益である。なお，狭義の便益は収益獲得能力とい
う意味である。
　現行の仏会計では，価値判断の主体として，企業の内部者である経営者を想定している。と
ころが，同じ企業の内部者である株主，およびその外部者である債権者，国・地方公共団体，
従業員，消費者，地域住民などによる価値判断とは解していない。それは，1976年・1977年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロゆの法定再評価に関する基本規定で明確化された。価値判断の主体である企業経営者が，経営活
動を通して収益獲得のために経営努力し，この獲得に貢献するものは，通常，有償で取得され
る。企業は，現金の支出またはそれに代わる犠牲によって，収益獲得に貢献する財貨・用役を
取得する。その取得のために支出した時点が，企業にとっての最初の所有または存在の時期と
なる。
　以上のことから，「企業にとっての正の経済価値」とは，収益獲得の目的で経営活動するに
あたって，企業が，自からの便益となる財貨・用役を有償取得したときに，その財貨・用役の
効用性のことである。実在資産の表示能力は，企業内部者にとっての便益をもたらす効用性で
ある。
　（2）　債務・自己資本の表示
　PCG　82によると，負債（passifs）は，企業にとっての負の経済価値（valeur壱conomique
n6gative）となる財産項目である，　と定義された（PCG　82，　P・34）。実在資産の表示の所で
「経済価値になる財産項目」を検討済みなので，ここでは「負」の概念だけを検討することに
する。
　「負」の意味は，価値判断の主体にとっての犠牲である。企業の内部者による「負の経済価
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値」は，通常，取得時ないし決算時での市場性のある財貨・用役の効用性を取得するための犠
牲である。それに対して，企業の外部者による「負の経済価値」は，通常，取得時ないし決算
時での市場性のある財貨・用役の換金性を取得するための犠牲である。したがって，「企業に
とっての負の経済価値」とは，収益獲得の目的で経営活動するにあたって，企業が，自からの
便益となる財貨・用役を有償取得するために必要な財貨・用役を調達したときに，その代償と
して，財貨・用役の効用性に対する犠性のことである。債務の表示能力は企業内部者にとって
の犠牲に対する効用性である。
　PCG　82によると，自己資本（capitaux　prcpres）は，資産と負債の差額である，と定義さ
れた（PCG　82，　p．19）。1．　KervilerとLKervilerによると，企業の所有者に対する債務であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（il）る臼己資本は，①資本金，②準備金（r6serves）および③当期経當成果に分類される。
　2．　財政状態の表示
　（1）　擬制資産の表示
　PCG　82によると，資産は，企業にとっての正の経済価値となる財産項目と定義された。
（PCG　82，　p．17）。これは，通常，取得時ないし決算時での市場性のある財貨・用役の効用性に
よる便益と解される。擬制資産は，この定義に該当もしなければ，企業資金の運用状態をも表
示していない。なぜならぽ，取得時ないし決算時での市場性のない財貨・用役である擬制資産
は，企業資金の運用結果を配分しているにすぎないからである。にもかかわらず，擬制資産を
貸借対照表積極側に計上するのは，継続経営を前提とする今日の企業観では，使用目的で有償
取得した財貨・用役を売却する意思がなく，その効用性による便益に期待するからである。以
上のことから，おもに次の2点が指摘される。まず，個別的譲渡性のない擬制資産の計上によ
り，貸借対照表積極側は，正の財産状態だけではなく，正の財政状態をも表示することになる。
次に，費用として計上すべき会計期間にその全額を計上しないで，数期間に割当てて計上する
ことにより，費用の平準化がおこなわれる。これは，企業に利益操作の介入余地を残すことに
もなる。なお，この介入余地は，企業の経済的実態を忠実に写像する視点から否定されるが，
多種・多様な利害関係者の利害を効果的に調整する視点から肯定されることもある。
　（2）　再評価差異の表示
　現行の仏制度会計で規定された資産再評価には，法定再評価（r66valuation　r6glement6e）
および任意再評価（r66valuation　libre）カミある。前者の適用は租税一般法で特定の企業に対
する強制であり，後者の適用は商法であらゆる企業に対する任意である。再評価差異は，再評
価時の純帳簿価値と再評価価額との比較によって認識された未実現利益と見倣される。ところ
が，これは処分阿丁能利益の対象とはならない。なお，現行の仏制度会計では，再評価差異の全
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額またはその一部を資本に組入れできる，と規定された（1983年仏会社法第346条④）。
　（3）　危険・費用引当金の表示
　1983年仏商法によると，危険・損失引当金（provisions　pour　risques　et　pertes）の設定が
次のとおりに規定された（同法第14条③）。つまり，当期中に生じている最中かまた次期以降
に生じる危険と損失を会計処理しなけれぽならず，たとえ，これらの危険と損失が，当期締切
日と計算書類作成日（公表日）との間に認識されたとしても，同じ処理をしなけれぽならない。
1983年仏商法における危険・損失引当金が，PCG　82における危険・費用引当金（provisions
pour　risques　et　charges）セこ相当する。これは決算時に評価される。ここでの危険と費用は，
実現する可能性の高い突発的な事象または進行中の事象から生じる。その対象については，明
確化されるけれども，その実現が未確定である（PCG　82，　P．38）。この定義より，危険・費用
引当金を設定するための4つの条件が明らかになる。つまり，①企業の財産および諸成果を悪
化させる事象が取引の性質から生じること，②この事象が将来において実現する可能性が高い
こと，③危険と費用に対処する支出項目が限定できること，および④その支出額を合理的に見
積もることができること。以上のことから，危険・費用引当金は，債務としての法的条件を備
えていないが，負の財政状態を表示する，といえる。もっとも，実現する可能性が高い債務を
計上することは，費用の慎重な会計処理につながるが，同時に，企業業績を表示する効果をも
もたらすことになる。
　（4）　調整勘定項目の表示
　企業の財政状態を明らかにするためには，特殊勘定を用いて貸借対照表を修正しなければな
らない。当期の経営活動に関連する費用と収益，但し，この期に該当する費用と収益に限定し
て，成果計算書を修正する必要がある。具体的には，積極側調整勘定項目における期間配分費
用・前払費用（charges　constat6es　d’avance）および未収収益（prcduits　a　recevoir），そし
て・消極側調整勘定項目における未払費用（charges　a　constater）および前受収益（produits
　　　　　　　　　　　　　　　（13　constat6s　d’avance）が挙げられる。
　積極側調整勘定項目には，費用の繰延べおよび収益の見越しがあるので，取引時での取引額
を記録した後に，その契約期間が決算時までに終∫せずに継続している場合には，決算期に取
引時から決算時までの未経過分に相当する費用ないしは経過分に相当する収益が当期の資産と
して計上される。契約期間の未経過分に相当する支出額である前払費用は，契約相手に対する
その支出額に相当する財貨・用役の給付請求権であるが，時の経過とともに必然的に費用化さ
れるので，経過的に資産として計一ヒされる。実在資産と比較すると，決算時での市場性のない
財貨・用役の効用性による便益である前払費用は，支出額に基づく費用を実現と未実現に分け
ることにより，企業の正の財政状態を表示することになる。契約期間の経過分に相当する収入
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額である未収収益は，契約相手に対する給付済みの財貨・用役に相当する代金請求権であるの
で，時の経過とともに必然的に収益化されるが，その対価としての現金による収入がおこなわ
れていないので，経過的に資産として計上される。実在資産と比較すると，決算時での市場性
のない財貨・用役の効用性による便益である未収収益は，収入額に基づく収益を実現と未実現
に分けることにより，企業の正の財政状態を表示することになる。
　消極側調整勘定項目には，費用の見越しおよび収益の繰越しがあるので，取引時での取引額
を記録した後に，その契約期間が決算期までに終了せずに継続している場合には，決算期に取
引時から決算期までの経過分に相当する費用ないしは未経過分に相当する収益が当期の債務と
して計上される。契約期間の経過分に相当する支出額である未払費用は，契約相手に対する給
付済みの財貨・用役に相当する支払義務があるので，時の経過とともに必然的に費用化される
が，その対価としての現金による支出がおこなわれていないので，経過的に債務として計上さ
れる。本来の債務と比較すると，決算時での市場性のない財貨・用役の効用性に対する犠牲で
ある未払費用は，支出額に基づく費用を実現と未実現に分けることにより，企業の負の財政状
態を表示することになる。契約期間の未経過分に相当する収入額である前受収益は，契約相手
に対するその収入額に基づく収益に相当する財貨・用役の給付義務であるが，時の経過ととも
に必然的に収益化されるので，経過的に債務として計上される。本来の債務と比較すると，決
算時での市場性のない財貨・用役の効用性に対する犠牲である前受収益は，収入額に基づく収
益を実現と未実現に分けることにより，企業の負の財政状態を表示することになる。
　（5）　その他の勘定の表示
　その他の積極側勘定項目には社債償還差金および積極側換算差額がある。それに対して，そ
の他の消極側勘定項目には消極側換算差額がある。
　PCG　82によると，外貨建債権・債務は，最終の為替相場に基づいて国内通貨に換算した後
に，会計処理される（PCG　82，　PP．104～105）。決算日の換算率を適用することにより・会計処
理済みの国内通貨の額を修正する場合には，将来の調整が予期された換算差額が，経過勘定
（comPtes　transitoires）tlこ記載される。潜在損失（476勘定）に相当する差額が貸借対照表の
積極側に記載される。それに対して，潜在利得（477勘定）に相当する差額がその消極側に記
載される。潜在利得は成果の構成要素として組込まれないのに，潜在損失は為替損失による危
険と認識される。これは，危険引当金の設定により計上される。以上のことから，積極側換算
差額は企業の正の財政状態に表示するのに対して，消極側換算差額は企業の負の財政状態を表
示することになる。
　なお，潜在損失の額に相当する引当金の設定により，企業の財産，財政状態および諸成果に
ついての忠実な写像を与えることができなければ，企業は必要な修正をおこなう。
266 一経　　営　　論　　集一
皿．貸借対照表と成果計算書の関係
　基本的には，貸借対照表が企業の財産状態を表示していたのに，損益思考の面から資産およ
び債務の概念が拡張されたことにより，そこでは資産および債務の階層化がおこなわれた。現
行の貸借対照表では，結果的に企業の財政状態が表示されることになった。ここでは，資産お
よび債務の概念を拡張せずに，財産項目と非財産項目を区分する基準を新たに確立する。本章
では，現行の仏制度会計で作成される貸借対照表と成果計算書の関係を指摘し，資産および債
務の概念を拡張するにあたっての弊害を解明した後に，財産と非財産の分離表示による貸借対
照表分離法および成果計算書分離法を提唱する。
　1．　現行の制度会計における表示能力
　現行の仏制度会計において，貸借対照表積極側には，実在資産，擬制資産，積極側調整勘定
およびその他の積極側勘定を計上することによって，その基本的な表示能力を正の財産状態と
しながらも，正の財政状態を表示する。正の財政状態の表示項目は，正の財産項目および正の
非財産項目から構成される。前老の項目には実在資産が該当し，後者の項目には擬制資産，積
極側調整勘定およびその他の積極側勘定が該当する。非財産項目の計上は，資産概念の拡張
による現れであり，結果的には，貸借対照表積極側の混合化を招くことになった。貸借対照衷
（積極側）
　　表皿一1－1現行の貸借対照表と成果計算書との関係
貸借対照表　　　（消極側）　　　（借方）　　　成果計算書 （貸方）
実在資産： 自己資本： 経営費用 経営収益
●　・　．　●　●　●　o　●　・ ●　●　o　o　●　，　●　o　● 財務費用 財務収益
曜　・　●　●　嘩　璽　囎　・　亀 再評価差異： 臨時費用 臨時収益
■　畳　伊　■　●　o　●　o　■ 任意再評価差異 減価償却費 減価償却費戻入
●　・　o　■　●　●　○　●　● 再評価積立金 引当金繰入 引当金戻入
●　・　●　■　●　●　●　o　● 当期成果　← 従業員参加
o　●　●　●　■　o　●　●　● 再評価特別引当金 所得税
●　曾　o　●　●　●　O　o　o ．　・　●　●　．　●　．　，　9 一　一　一　　一　r　－　■　一　｝　“　一　■　一　層　o　－　■　噂　一　一　一　一　一　回 一一一鵯一一艦r－■，一冒■一一「一ロρ一一一冒
擬制資産： 危険・費用引当金： （利益） 当期成果　　　（損失）
組織費 債務：
研究・開発費 幽　o　o　o　，　■　●　■　●
調整勘定： 調整勘定：
前払費用 前受収益
未収収益 未払費用
期間配分費用 ・　●　●　●　■　●　■　●　●
その他の勘定： その他の勘定：
社債償還差金 ●　●　o　o　●　●　●　●　●
積極側換算差額 消極側換算差額
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消極側には，自己資本，危険・費用引当金，債務，消極側調整勘定およびその他の消極側勘定
を計上することによって，その基本的な表示能力を負の財産項目としながらも，負の財政状態
を表示する。負の財政状態の表示項目は，負の財産項目および負の非財産項目から構成される。
前者の項目には債務が該当し，後者の項目には危険・費用引当金，消極側調整勘定およびその
他の消極側勘定が該当する。非財産項目の計上は，債務概念の拡張による現れであり，結果的
には，貸借対照表消極側の混合化を招くことになった。
　企業活動から生じる資金源泉を表示する貸借対照表の一勘定，つまり貸借対照表勘定の単な
る下位区分にすぎない成果計算書は，経営成果の諸要素に関する情報の要請に応じて作成され
　　　　　　　　　　　　　　　　ることになった。したがって，成果計鎮諮での算出結果は，利益処分前の貸借対照表消極側に
記載される。ここで，現行の仏制度会計における貸借対照表と成果計算書の関係を示すと，次
の表（皿一1－1）のとおりになる。
　2。　財産・非財産分離表示
　財産と非財産の分離表示によると，現行の貸借対照表を財産状態を表示する財産貸借対照表
と非財産貸借対照表に分離する貸借対照表分離法，および現行の成果計算書を実現成果計算書
と未実現成果計算書に分離する成果計算書分離法がある。
　貸借対照表分離法によると，財産貸借対照表積極側には，正の財産項目といわれる実在資産
が計上され，それに対して，その消極側には，負の財産項目といわれる実在債務および再評価
差異を除いた自己資本が計上される。非財産貸借対照表積極側には，正の非財産項目といわれ
る擬制資産，積極側調整勘定およびその他の積極側勘定が計上され，それに対して，その消極
側には，再評価差異，危険・費用引当金，消極側調整勘定およびその他の消極側勘定が計上さ
れる。両者の差額として，当期非財産差額が記載される。この差額は，積極側の合計が消極側
の合計より大きい場合に，消極側に計上される。なお，資産の帳簿価値と再評価価値の差額を
示す再評価差額が財産価値をもつにもかかわらず，非財産貸借対照表積極に計上されるのは，
資産の取得価額を財産貸借対照表に表示させるためである。ここで，貸借対照表分離法表示に
よる貸借対照表と成：果勘定の関係を表で示すと，次の表（皿一2－1）のとおりになる。
　成果計算書分離法によると，実現成果計算書借方には実現費用が計上されるのに対して，そ
の貸方には実現収益が計上される。両者の差額として，当期処分可能成果が記載される。これ
は，貸借対照表の当期成果の部に記載される。未実現成果計算書には，擬制資産，危険・費用
引当金繰入，借方調整勘定およびその他の借方勘定が計上されるのに対して，その貸方には，
再評価差異，貸方調整勘定およびその他の貸方勘定が計上される。両老の差額として，当期処
分不能成果が記載される。これは，貸借対照表の当期成果の部に記載される。なお，再評価差
（積極側）
　表皿一2－1　貸借対照表分離法による貸借対照表と成果計算書との関係
財産貸借対照表　　　（消極側）　　　（借方）　　成果計算書 （貸方）
実在資産： 自己資本： 費用： 収益：
●　・　●　●　●　■　●　●　● ●　…　　　　●　●　o　■　●
o　・　■　●　●　o　●　●　●
●　・　・　o　●　●　●　●　o
●　・　●　●　o　●　o　o　●
・　■　●　●　●　●　■　●　●
当期成果・　o　o　●　●　●　・　・　■
　●　o　●　●　●　o　●　●　●
黶@一　一　一　需　一　一　一　一　一　r　囎　罰　〇　一　一　騨　一　臨　一　一　一　一
＿二二二：：∵＿一一＿一．．
●　●　●　o　●　●　，　●　● （利益）　　当期成果 （損失）当期非財産差額：
・　o　●　●　●　●　●　●　● 債務：
（積極側） 非財産貸借対照表　　（消極側）
再評価資産： 再評価差異：
●　●　●　o　●　o　o　●　■ 任意差異評価差異
擬制資産： 再評価積立金
●　●　●　●　●　o　●　●　●　　1 再評価特別引当金：
●　o　o　●　●　●　●　，　o 危険・費用引当金：
調整勘定： 調整勘定：
前払費用 前受収益
未収収益 未払費用
期間配分費用 ．　o　o　●　，　●　■　●　●
その他の勘定： その他の勘定：
社債償還差金 ．　●　●　・　●　O　o　o　●
積極側換算差額 消極側換算差額
一騨一一一一一一一瞬一一需一一一膚一一rr騨馳一一一一一 聰一@一　一　一一酔一　閥　一　一　曽　一　鯛　帽　一　一　一　一　一卿一＿一　一　，　一　一
当期非財産差額
卜Q??
???
（積極側）
　　　　表皿一2－2　成果計算書分離法による貸借対照表と成果計算書との関係
貸借対照表　　（消極側）　　　　　（借方）　　　　実現成果計算書 （貸方）
実在資産： 自己資本：
実現費用：　o　o　o　o　・　●　●　o　・ 実現収益：　9　，　0　9　●　・　9　．　・
●　●　●　o　●　●　●　o　o o　o　●　・　・　…　　　　o
●　●　●　o　o　●　・　．　● ●　●　■　●　o　●　●　●　●
●　●　o　，　o　●　・　●　● 当期成果 一　＿　一　一　一　一　＿　r　－　一　一　一　冒　一　一　一　・　一　一　一　一　一　一　一　鼎　一　一
●　●　●　0　9　●　… 処分可能成果←
一　一　一　一　一　輔　一　一　一　一　一　層　一　胃　一　一　瞠　一　一　一　騨　一　卿　一　一　一　一　一　一　騨　一　一
i利益）　　　当期処分可能成果 （損失）
再評価資産 処分不能成果
●　●　●　o　o　o　●　●　・ 危険・費用引当金：
●　●　●　●　・　・　●　o　． 債務： （借方）　　　未実現成果計算書 （貸方）
擬制資産： 再評価差異：
危険・費用引当金繰入： 任意再評価差異
●　●　●　●　●　o　●　●　・ 再評価積立金
，　o　■　●　●　●　・ 再評価特別引当金
●　●　●　●　o　●　・　o　・ o　●　●　，　●　●　・　・　．
調整勘定： 調整勘定：
前払費用 前受収益
未収収益 未払費用
期間配分費用 ●　●　6　●　■　●　●　・　・
その他の勘定： その他の勘定：
社債償還差金 ■　o　●　●　o　●　●　■　●
積極側換算差額 消極側換算差額
繭　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　闇　“　一　一　r　－　一　一　一　一　F　”　一　騨　璽　一　回　一　一　一 一　一　一　一　一　一　一　層　曽　伽　一　一　一　一　一　一　層　層　一　一　一　一　一　一　一　一　一
（利益）　　　当期処分不能成果 （損失）
????????????????????
bo??
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額は貸借対照表積極側に計上され，費用・危険引当金はその消極側に計上される。ここで，成
果計算書分離法表示による貸借対照表と成果勘定の関係を表で示すと，次の表（皿一2－2）のと
おりになる。
結 論
　以上，現行の仏制度会計では，貸借対照表の表示能力が企業の財産状態から財政状態へと拡
張されたことにより，その積極側には，実在資産，擬制資産，積極側調整勘定およびその他の
積極側勘定が計上されたのに対して，その消極側には自己資本，危険・費用引当金，債務消
極側調整勘定およびその他の消極側勘定が計上されたことを検討してきた。
　現行の貸借対照表で表示される企業の則’政状態は，財産と非財産の項口の計上によって明ら
かにされる。これは，その積極側に表示される正の財政状態とその消極側にて表示される負の
財政状態とに区分される。正の財政状態については，その中核をなすのが正の財産項目である。
それに正の非財産項目を加える。それに対して，負の財政状態については，その中核をなすの
が負の財産項目である。それに負の非財産項目および自己資本を加える。つまり，正の財政状
態項目には，正の財産項目としての実在資産，正の非財産項目としての擬制資産，積極側調整
勘定およびその他の積極側勘定を計上する。それに対して，負の財政状態項目には，負の財産
項目としての債務，負の非財産項目としての危険・費用引当金，消極側調整勘定目およびその
他の消極側項目を計上する。さらに，正と負の項目の差額に相当する自己資本をも計上する。
この拡張表示によって，現行の貸借対照表積極側には，本来の資産とは異質な企業資金の運用
結果による配分額をも計上することになる。その消極側には，本来の債務とは異質な第三者へ
の返済義務のない費用および未実現収益をも計上することになる。
　貸借対照表分離法によると，財産貸借対照表は，その表示能力が純化されるので，企業の財
産状態を明示する機能をもつこととなる。それに対して，非財産貸惜対照表は，その表示能力
が情報開示の側面を強調した様式となるので，企業の財政状態を明示することになる。成果計
算書分離法によると，実現成果計算書は，その表示能力が純化されるので，企業の経営成績を
明示する機能をもつことになる。それに対して，未実現成果計算書は，その表示能力が情報開
示の側面を強調した様式となり，企業資金の運用状態を明示する機能をもつことになる。
注（1）r6sultatとは，1つの口標に向かって導かれる意識的な活動である。企業会計の場合には勘定の差
　　額として意味づけられる。本稿では，r6sultatを「成果」と訳する。　Henri　COTTEZ，　Josette　REY－
　　DEBOVE，　Alain　REY，“Le　Petit　Robert　1”，　Dictionnaires　LE　ROBERT，1988，　P．1694．
　（2＞貸借対照表の作成日が期間成果の処分前かまたは処分後かによって，f当期経営成果」が記載され
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　たり，しなかったりする。期間成果の処分後に作成される貸借対照表には，純資産状態（situation
　nette）が明示される。
（3）森川八洲男，『財務会計』，税務経理協会，1988年2月，p．33．
（4）　Sous　la　direction　d’Eric　de　la　VILLEGUERIN，‘‘Dictionnaire　de　la　comptabilit白”，　Les
　Publications　Fiduciaires，　Septembre　1984，　pp20～21．
（6）E．Villegu6rinによると，債務には営業債権（dettes　d’exploitation）および予見債務（dettes
　provisionn6es）がある。前者は営業循環上，生じる債務およびそれに類似する債務である。これが
　本来の債務といわれる。後者は決算時に評価される。その対象が明らかであるけれども，その支払日
　またはその金額が未確定である。これは潜在的債務（dettes　potentielles）といわれ，危険・費用引
　当金がこれに該当する。
　Sous　la　direction　d’Eric　de　la　VILLEGUERIN，　op．　cit．，　p．313．
（6）　Ibid．，　p．112．
（7）Jean　RAFFEGEAU，　Pierre　DUFILS，　Jean　CORRE　et　Claude　LOPATER，‘‘Memento　pratique
　Francis　LEFEBVRE　Comptable　1988’，　Francis　LEFEBVRE，　Octobre　1987，　p．13．
（8）Isabelle　de　KERVILER　et　Lolc　de　KERVILER，‘‘La　comptabilit696n6ral”，　Economlca，
　1986，p．102．
（9）Alain　BURLAUD，‘Les　m6thodes　d’色valuation　en　co血ts　historiques’，‘‘Principes　comptables
　et　information　financiere”，　Edition　Comptables　Malesherbes，1988，　p．53．
⑩　租税一般法附属書H第171D条「①各償却不能固定資産について，維持すべき価値は，慎重で用
　心深い企業主が当該資産を取得するために受入れる支出額に相当する。これは，企業主が当該資産を
　取得するにあたって，その効果を考慮する場合である。当該資産の効果によって企業目的を実現させ
　るためには，企業が当該資産を所有する。」
ω　Isabelle　de　KERVILER　et　LoTc　de　KERVILER，　op．　cit．，　p．91．
⑫　Jean　RAFFEGEAU，　Pierre　DUFLIS，　Jean　CORRE　et　Claude　LOPATER，　op．　cit．，　p．13．
⑬　　Ibid．，　p．13．
a4）　Ibid．，　p．15，
あとがき 篤村剛雄教授を偲ぶ
　私が最初に鳥村剛雄教授とお会いしたのは，1985年の冬に東京経済大学で開催された日本
会計研究学会関東部会で，森川八洲男教授から紹介して頂いたときである。そのときの鳥村教
授の印象は，寒さのせいか背を丸くして，発表会場から懇親会会場に移動する後ろ姿でした。
　1986年4月に，明治大学大学院に入学したときには，研究者として第一歩を確実に歩み始
めたと確信し，希望に満ちた日々でした。ところが，罵村研究室で会計学の研究を始めてから
3ヵ月も経とうとした頃，鳥村教授は私に次のように言いました。「吉岡，魚という生き物は，
自分の泳いでいる器の大きさを知っている。俺の所の鯉は，池の大きさに合わせて成長してい
るんだ。本来なら，鯉は1m以上にも成長するんだが，俺の所の池が小さいので，鯉が1m以
上も育ったら生きていけないんだ。だから，大西洋の魚は太平洋の魚よりも小さいんだよ。」
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この話を聞いたとき，世間一般の評仙では，罵村教授は会計学会屈指の理論家であるといわれ
ているが，これは嘘ではないかと思いました。罵村研究室にいては研究成果があげられないと
思い，早々に別の進路を考えた方がよいのではないか，とも考えるようになりました。
　修士論文「フランス会計における忠実な写像概念の移植」の研究指導を受けるために，私は，
罵村研究室でレジメを配付し，発表しました。その発表のときに，私自身が理解できない箇所
を故意に隠し，不明瞭に発表しました。その箇所を罵村教授は的確に指摘されました。そのと
きは，私の心臓が鷲掴みにされたようでした。そのとき以来，罵村教授は世間で言われている
以上の大学者である，と確信しました。発表の後，鳥村教授と一緒に明大近くの食堂「名舌亭」
で昼食を取り，罵村教授がそのときに支払った500円札を指導教授の偉大さを認識した記念と
して，私の手許に取っておきました。私が博士後期課程に進学したときに，この500円札に爲
村教授に署名をお願いしたところ，「努力」と書かれました。これは私の宝物となり，それ以
後，財布に入れて肌身離さず，身につけています。
　最後に，r経営論集』鳥村剛雄教授追悼論文集に執筆の機会を与えて頂き，明治大学経営学
部に心からお礼を申し上げます。
